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広島県国民健康保険広域化等支援方針 平成２２年１２月２７ 日策定 平成２５年  ３月３１ 日改定 平成２６年１２月１０ 日改定 平成２７年１２月  ２ 日改定 平成２９年 ２月２０ 日改定  １ 支援方針策定の目的 「医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律」（平成２２年法律第３５号。平成２２年５月１９日施行）により，県は国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化を推進するため，県内市町に対する次の内容の広域化等支援方針（以下「支援方針」という。）を定めることができることとされた。 県は，市町の国民健康保険（以下「市町国保」という。）の安定的運営を推進するため，県内市町と広域化等の議論を進め，合意形成を得た事項から，順次，支援方針を定めるものとする。  項 目 内 容 ア 基本的な事項 方針策定の目的，根拠規定，期間等 イ 国保の現況 年齢構成，財政収支，医療費，保険料，収納率等 ウ 県が果たすべき 役割 事業運営の広域化の調整，財政運営の広域化の企画立案， 標準設定等 
エ 具体的な施策 事業運営の 広域化  保険者事務の共通化，保険料収納対策・医療費適正化対策の共同実施，広域的な保健事業の実施等 財政運営の 広域化 保険財政共同安定化事業の拡充，広域化等支援基金の活用等 県内の標準 設定 保険者規模別の保険料収納率の目標設定，保険料算定方式の標準化等 オ 市町相互間の連 絡調整 広域化等連携会議・作業部会の設置・運営，研修会の実施等 カ その他必要と認 める事項 期間終了時の見直し検討規定， 高医療費市町の国保財政安定化計画の作成要領等 ２ 根拠規定 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第６８条の２第１項 ３ 対象期間 この支援方針の対象期間は，施行の日から，平成２９年度末までとする。 ただし，必要に応じて見直しを行うものとする。 

（別紙） 
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市町国保の収支決算状況 

４ 本県における市町国保の現況 （１）年齢・職業構成，所得の現況 平成２６年度の全市町の平均被保険者数は６７１，４９７人であり，年齢構成（平成26 年度）をみると，６５～６９歳が最も多く２１.８％を占め，平均年齢は５３.１歳となっている。また，職業別構成（平成 26 年度）は，退職者・失業者などの無職の者が４５.７％を占めており，被保険者の年齢層が高く，低所得者が多いという構造的課題を抱えている。              （２）国保財政の現況 平成２６年度における全２３市町国保の収支決算状況をみると，４４億円余の黒字となっており，累積赤字のある市町国保はない。 しかし，一般会計からの法定外繰入が４８億円余（１４市町）あることを考慮すると，厳しい状況にあるといえる。  （単位:千円） 年度 24 年度 25 年度 26 年度 収入決算額 311,825,345 316,811,879 315,786,356 支出決算額 306,294,418 311,561,274 311,315,678 収支差引 5,530,927 5,250,605 4,470,678 内 訳 黒字 保険者数 23 23 23 余剰金 5,530,927 5,250,605 4,470,678 赤字 保険者数 0 0 0 不足額 0 0 0 （法定外繰入） 保険者数 （15） （14） （14） 繰入額 （3,812,597） （3,524,102） （4,858,220） 

世帯主の職業別構成（平成 26年度） 被保険者の年齢構成（平成 26年度） 0歳～9歳 4.4%10歳～19歳 5.4%20歳～29歳6.5%30歳～39歳8.2%40歳～49歳9.8%50歳～59歳9.7%60歳～64歳12.8%65歳～69歳21.8%
70歳～74歳21.4% 農林水産業 3.4%その他の自営業10.8%被用者24.9%

その他 3.7%無職45.7%
不詳11.4%

出典：平成 26 年度国民健康保険実態調査報告 （厚生労働省） 
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（３）一人当たり医療費の現況 平成２６年度における市町国保の一人当たり医療費は３８９,９５８円で，これを全国平均３３３,４６１円と比べると，約５万６千円高くなっており，引き続き，医療費適正化への取組が必要である。 （４）保険料(税)収納率の現況 平成２６年度における市町国保の平均収納率（現年度分）は９０.８２％で，これを前年度９０.２１％と比べると，０.６１ポイント上がっている。  しかし，主に都市部の市町国保が低い傾向にあり，引き続き，各市町における収納対策への一層の取組が必要である。 ５ 県が果たすべき役割 広域化等の環境整備に向けては，保険財政共同安定化事業への拠出方法や保険料(税)及び医療費等の市町格差の是正など，具体的な施策において，市町間の利害対立も予測されることから，県は，市町の意見調整を図りつつ，広域化等に向けた取組を進めていく。 ６ 具体的な施策 具体的な施策である事業運営の広域化，財政運営の広域化及び県内の標準設定等について，今後も議論を進めるものであるが，広域化等連携会議等において，意見集約できた項目について，次のとおり定めるものとする。 （１）保険財政共同安定化事業の拡充 保険財政共同安定化事業については，平成２４年度の国民健康保険法の改正により，平成２７年度から対象医療費が１円以上８０万円以下に拡充されることになり，歳出面における都道府県域での運用が図られることになった。 本県では，市町間の所得格差を調整するため，所得割を導入することとし，平成２７年度以降の拠出方法を次のとおりとする。 拠出方法：医療費実績割５０％，被保険者割２５％，所得割２５％ イ 拠出金額が増加する市町の保険料(税)への影響に対する激変緩和措置として，平成２７年度以降は拠出超過額が交付額の１％を超えた場合，その部分を補填するものとする。  （２）保険料(税)収納率目標 各市町の収納率状況を勘案しながら，保険者規模別の保険料(税)収納率目標（以下「収納率目標」という。）を別表 1 のとおり定めることとし，県は広島県国民健康保険団体連合会に設置されている国保保険料(税)収納対策検討委員会における収納対策と連携しながら，必要と認められる場合は，市町国保に対して，地方自治法に定める技術的助言若しくは勧告を行うものとする。  
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（３）保険料(税)算定方式の標準化 保険料(税)の算定方式については，被保険者が同じ条件（所得・世帯構成等）なら，県内のどこの市町でも同じ保険料とするため，現在１８市町で採用している４方式（所得割，資産割，均等割，平等割）のうち「資産割」を廃止し，５市で採用している３方式に統一を目指す。 なお，保険料(税)の算定方式の変更には，各市町での合意形成に一定の期間を要することから，引き続き，目標年次等を検討する。 （４）高医療費市町における国保財政安定化計画 今後，県内市町国保の広域化等を推進していくため，県が別途指定する市町（以下「指定市町」という。）は，医療に要する費用の適正化その他の必要な措置を講じるよう国保財政の安定化に向けた計画（以下「安定化計画」という。）を策定し，計画的に医療費適正化に取り組むものとする。 ア 安定化計画作成等に当たっての一般的留意事項 (ｱ) 安定化計画等の作成手順 指定市町は，指定年度の県が別途指定する日までに安定化計画を作成し，県に報告するものとする。また，県は，必要に応じてヒアリング等を行い，その計画の内容を確認するものとする。 (ｲ) 国民健康保険運営協議会の活用等 指定市町が，安定化計画を作成するに当たっては，国民健康保険運営協議会の意見を聴く等，広く被保険者の理解と協力が得られるように努めるものとする。 (ｳ) 県の支援等 県は，指定市町に対して安定化計画の作成に関し，必要な助言及び指導を行い，安定化計画の達成の支援に努めるとともに，第２期広島県医療費適正化計画（平成２５年３月策定）に基づく施策を推進していく。 (ｴ) 高医療費市町の指定 県は，医療に要する費用の額について，災害等特別な事情を勘案してもなお著しく多額であると認められる市町を年度ごとに，高医療費市町として指定する。 イ 安定化計画の内容 (ｱ) 国民健康保険の財政の現状と問題点 指定市町は，国民健康保険の財政の現状と問題点について明確に分析し，把握するものとする。 特に高医療費の要因について，被保険者種別及び受療形態（入院，入院外）ごとの一人当たり診療費及びその三要素（受診率，一件当たり日数，一日当たり診療費）を基本とし，年齢階層別，疾病分類別等の区分により詳細に分析するものとする。 更に，指定市町の高医療費に関し，保健事業の実施状況，医療供給体制の状況その他の要因との関連についてもその把握に努めるものとする。   
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(ｲ) 安定化計画の目標設定 指定市町は，当該指定年度の目標値のほか，中・長期的な目標値も設定することができるものとする。 また，指定市町が安定化計画に基づき実施する具体的な事業等についても，必要に応じ具体的な目標を設定するものとする。 (ｳ) 国民健康保険の財政の安定化のための施策 指定市町は，(ｱ)に掲げる高医療費の要因分析の結果等を踏まえ，別表２に掲げる施策を基本とし，国民健康保険の財政の安定化のため，必要に応じ中・長期的な対策も含め，実効性のある具体的な対策を定めるものとする。 (ｴ) 安定化計画の実施体制 a 安定化計画の実施のための体制の確立 指定市町は，安定化計画の実施に当たっては，関係部局と連携し全庁的な体制で取り組むものとする。 b 他の市町及び他の医療保険者等との連携，協力 指定市町は，安定化計画の実施に当たっては，県内の他の市町，国民健康保険団体連合会，国民健康保険組合，全国健康保険協会等との連携を図ることにより，その効果的な実施に努めるものとする。 (ｵ) 安定化計画の作成要領，関係様式 指定市町は，県が別途定める作成要領及び関係様式によって安定化計画を作成するものとする。 ただし，これに準ずる様式又は指定市町で独自の様式を定め医療費適正化に取り組む場合は，これに代えることができるものとする。 ウ その他 高医療費市町以外の市町においても，本県の医療費が全国的にみて高い状況にあることを踏まえ，安定化計画を作成し，計画的に医療費適正化に取り組むことが望ましく，県は，必要に応じてヒアリング等を行い，その取組を確認するものとする。 ７ 市町相互間の連絡調整 県は，市町間相互の意見集約を進めるために，市町国保と広島県国民健康保険団体連合会との広域化等連携会議を設置するとともに，必要に応じ，作業部会の設置，研修会の実施を行う。 ８ 支援方針の見直し 県は，この支援方針につき，関係法令の改正等及び国と地方による国保基盤強化協議会の検討状況等を踏まえ，必要に応じて対象期間及び内容について見直しを行うものとする。 ９ 支援方針の国への報告及び公表 県は，支援方針を策定又は変更した場合は，市町に通知し，国に報告するとともに，県のホームページにより公表する。 
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10 施行日 この支援方針は，平成２２年１２月２７日から施行する。 この支援方針は，平成２５年 ４ 月  １日から施行する。 この支援方針は，平成２６年１２月１０日から施行する。 この支援方針は，平成２７年１２月  ２日から施行する。 この支援方針は，平成２９年 ２ 月２０日から施行する。  
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保険者規模別 保険料(税)収納率目標  平均被保険者数 収納率 目標 （参考）平成２６年度の収納率 対象市町 平均 被保険者数 収納率 150,000 人以上 89％ 広 島 市 274,164 87.61％ 100，000 人以上 150,000 人未満 90％ 福 山 市 111,395 90.57％ 50,000 人以上 100,000 人未満 91％ 呉  市 53,042 94.16％ 15,000 人以上 50,000 人未満 92％ 尾 道 市 36,670 94.22％ 東広島市 38,474 92.15％ 廿日市市 29,155 94.68％ 三 原 市 23,571 94.53％ 
7,500 人以上 15,000 人未満 93％ 三 次 市 12,268 95.80％ 府 中 町 11,707 92.57％ 府 中 市 9,669 93.75％ 庄 原 市 8,896 96.60％ 江田島市 7,774 94.45％ 大 竹 市 7,823 94.84％ 竹 原 市 7,528 94.53％ 

7,500 人未満 94％ 
安芸高田市 7,250 95.79％ 熊 野 町 6,916 94.97％ 海 田 町 6,553 94.38％ 北広島町 4,723 93.88％ 世 羅 町 4,189 97.21％ 坂   町 3,201 94.10％ 神石高原町 2,438 98.43％ 大崎上島町 2,291 96.38％ 安芸太田町 1,800 96.42％ ※ 収納率目標を達成している市町国保は，前年度収納率以上を目標として設定し， 引き続き，収納率の向上に取り組むものとする。   

（別表１） 
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国民健康保険の財政の安定化のための施策  １ 医療費適正化の推進 (1) レセプト点検の充実強化 (2) 医療費通知の充実強化 (3) 後発医薬品の使用促進 ２ 被保険者指導の推進 (1) 被保険者の健康づくりに関する意識啓発 (2) 高医療費の実態，国保財政安定化計画の趣旨等の周知徹底 ３ 保健事業の推進 (1) 特定健康診査，特定保健指導の効果的，効率的な実施を中核とした生活習慣病 予防対策の充実強化 (2) 頻回・重複受診者に対する適正受診の指導等の充実強化 (3) 他の法律に基づく保健事業との連携 ４ 医療連携体制の整備推進 ５ 被保険者資格の適正管理 ６ 国民健康保険料（税）の適正な賦課徴収等収入確保対策の強化  

（別表２） 


